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本稿では，世界を 30 の国・地域に分割し，計量経済型モデルを用いて 2050 年までのエネルギー需給見通しを試算
した。各国が今後特段の CO2 削減対策を講じない「レファレンスケース」では，今後 2050 年までの間に世界の一次
エネルギー消費は 1.8 倍に，エネルギー起源 CO2 排出量は 1.7 倍に増大する。これは地球環境問題の面からも，また
各国のエネルギーセキュリティや資源開発の面からも持続的なシナリオではないと考えられる。これに対して，世界
各国が今後最大限のエネルギー・環境政策を実施し，また革新的技術の開発・導入が加速すると想定した「技術進展
ケース」では，2050 年の CO2 排出量は 2005 年比で 16％減となる。


















































































































































増加基調で推移し，2007 年の 66 億人から，2050





















































































































































































ー消費は 2007 年から 2050 年まで年率 1.4％で増
加し，2007 年の石油換算 111 億トンから 2050 年

























ガスの比率は 2050 年には 19％まで拡大する。化







の 8,500 万バレル / 日から 2050 年には 1 億 2,900




















年の 2 兆 8,000 億立方メートルから，2050 年に












































































































界のウラン需要量は 2007 年の約 7 万トンから，
2050 年にはレファレンスケース，技術進展ケー










2.3.3 エネルギー起源 CO2 排出量の見通し
図 10 にレファレンスケースと技術進展ケース
のエネルギー起源 CO2 排出量の見通しを示す。
レファレンスケースでは 2007 年の 288 億トン

























































































Agency：IEA）は 2 年に一度，2050 までの技術
導 入 シ ナ リ オ（Energy Technology 
Perspectives：ETP）を発表している。その最新








た 2030 年までの需給見通し World Energy 
Outlook （WEO） 2009 のレファレンス・シナリ
オを 2050 年まで延長させたもの。
② BLUE Map シナリオ




ー起源 CO2 排出量は 2050 年に 57Gt に達する，
とされる。それに対し，BLUE Map では CO2 排





（Pledge）を達成した場合には 2020 年まで CO2

































































ス火力の 3 割に対して CCS が導入され，その結
果として電力の排出係数（発電端）は 67gCO2/










諸国）は現在エネルギー起源 CO2 の 45％を排出
しているが，ベースライン・シナリオでは新興国
等の需要の急増に伴い，このシェアは 2050 年に
1/3 以下まで低減する。従って 2050 年に世界で
CO2 を半減するためには，途上国（非 OECD 諸国）
においても相応の努力がなされなくてはならな
い。BLUE Map では OECD 諸国平均で 2050 年
に 2005 年比 77％の削減，非 OECD 諸国平均で
同 24％の削減（中国では 30％減，インドでは 10
％増）となっている。ベースラインから BLUE 
Map までの削減量のうち，OECD 諸国によるも











ら 26Gt の削減が行われる。同年の CO2 排出量は
22.8Gt となっており，これは 2005 年比で 16％減





































































　IEA では，電力の CO2 排出係数は，2007 年
の 500gCO2/kWh 程 度 か ら，2050 年 に は
67gCO2/kWhまで低減させることとなっている。
このためにはOECD諸国でこの値をほぼゼロに，
非 OECD 諸国であっても 100gCO2/kWh 程度ま
で低減させることが必要である。筆者らによる試








の原子力発電設備容量が，2050 年には BLUE 
Map で 1200GW， 原 子 力 進 展 ケ ー ス で は
2000GWまで拡大するものとされている。これは，
2010 年から 2050 年まで毎年平均でそれぞれ






加した 1980 年代でもそのペースが 30GW/ 年を
上回ることはなく，平均して 20GW/ 年程度であ
った。このことからも，2010 年からの平均で















て BLUE Map では太陽光・太陽熱 1000 倍，風
力 28 倍，水力除く再生可能 27 倍，更に再生可能
進展ケースでは太陽光・太陽熱 2000 倍，風力 47






























































































































生可能エネルギー・原子力・CCS の 3 種類のも














































今回の BLUE Map では，175 ドル /tCO2 まで
の削減コストによって世界で CO2 半減を行うこ
とが可能，との結果になっている。前回の ETP 









の想定に立った場合にはこのコストは 500 ドル /
tCO2 程度まで上昇する。今回の ETP 2010 には
コストカーブの図は記載されておらず，ベースラ
インの CO2 が下がったことと化石燃料価格の想
定が上ったことにより限界削減費用が 200 ドル /







また ETP 2010 では，BLUE Map で必要な投




















































また，IEA による最新の見通しである ETP 
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